
NHK 名古屋放送センタービル内教室会　場

日　時 平成31 年 3 月 18 日 （月）10：00 〜16：00
計 5 時間（1 日間）

講　師

・理事長・事務局長・経理ご担当者の方々
・地方公共団体　NPO 法人ご担当者の方々

対　象

 林 　 伸 一  氏公認会計士・税理士

1. NPO 法人制度の概要
（１）NPO 法人とは
（２）NPO 法人の要件
（３）NPO 法人の組織
（４）監督官庁

2. 企業会計と複式簿記
（１）NPO 法人の会計
（２）企業会計とは
（３）複式簿記の基礎

3. NPO 法人会計制度について
（１）NPO 法人会計基準
（２）作成する計算書類

① 活動計算書
② 貸借対照表
③ 注記
④ 財産目録

（３）留意すべき会計処理等

NPO法人会計の基本実務

４．NPO 法人と税務
（１）法人税
（２）消費税
（３）地方税

５．その他
（１）認定 NPO 法人制度

講 義 項 目

主催：

NPO法人会計について、演習を交えて分かりやすく解説いたします。
本 セ ミ ナ ー
の ポ イ ン ト

NPO 法人向けセミナー（名古屋開催）

※電卓を必ずお持ち下さい。



林  　 伸 一 氏公認会計士・税理士

NPO 法人に対する会計指導や認定取得支援のほか、公益法人等に対す
る会計指導、公益認定支援にも従事。また、NPO 法人の監事を務める。
市区町村に対する財務書類の作成・分析支援業務、行政評価制度構築支
援業務、外郭団体経営評価業務や財政援助団体等監査支援業務等に多数
従事するほか、各地で地方公会計改革、行政経営、地方公営企業会計に
関する講演会・研修会に講師として多数出講。
日本公認会計士協会東海会 非営利法人委員会　副委員長。

【著書】入門　公会計のしくみ [ 平成 28 年　中央経済社 ] 等

＜ご記入（レ印）のお願い＞
この講座の開催情報を得た時期は、
講座開催日の
□半年以上前　□3ケ月～半年前
□2ケ月前　　 □1ケ月前
□2週間前　　 □1週間前～直前

H31/3.18

こちらの面をそのまま FAX して下さい。

「NPO 法人会計の基本実務」参加申込書 　年        月        日60012128

  ：一般社団法人 日本経営協会 中部本部 企画研修グループ　（担当 / 山田・里見）
     〒 461 − 0005 名古屋市東区東桜 1 − 13 − 3 NHK 名古屋放送センタービル 10F

お問合せ 
　　　　

先お申込み

日本経営協会・中部ホームページ http://noma-chubu.jp/     
　※お電話の問い合せ（駐車場含む）は、平日の９：15 〜 17：15 にお願いします。

下記の参加申込書に必要事項をご記入の上、FAX
等で下記へお申込み下さい。
折り返し、参加券と振込口座を記載した請求書を
ご派遣責任者までお送り致します。
● 参加料（負担金）は、銀行振込にて開催 3 営業日前までにお納めください。（経理処理の都合で遅れる場合は、事前にご連絡下さい。）
● 開催 3 日前までに参加券が届かない場合は、恐れ入りますがお電話にてご確認ください。
● 参加のお取り消しにつきましては、必ずご連絡ください。参加者のご都合が悪くなった場合は、
　代理の方にご出席いただきますようお願い致します。
● 領収書は「振込金受領書」をもってかえさせていただきますのでご了承ください。

申込方法 ：

日　　時：平 成 31 年 3 月 18 日（月）10：00 〜 16：00                                                                      
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           計 5 時間（1 日間）
会　　場：  NHK 名古屋放送センタービル内教室
　　　　　名古屋市東区東桜 1-13-3 NHK 名古屋放送センタービル  ※右図参照

※参加料には、テキスト・資料代が含まれています

参 加 料 ：
（1名につき）

参 加 料 消 費 税 等 合 計
日本経営協会
　会　員　 18,000 円 1,440 円 19,440 円

一　　般 20,000 円 1,600 円 21,600 円

TEL（052）957 − 4172（ダイヤルイン）
FAX （052）952 − 7418

        　　　　　　  開催日の 3 営業日前からは受講料の 30％、開催当日は 100％をキャンセル料として申し受けます。
        　　　　　　    なお、当日まで連絡なくご欠席の場合も、100％のキャンセル料となりますので、予めご了承ください。キャンセルについて

　

　NPO 法人は、自らに関する情報をできるだけ公開すること
によって市民の信頼を得て、市民によって育てられるべきであ
るとの考えから、広範な情報公開制度が採用されています。
　その範囲は定款や役員名簿だけでなく、貸借対照表等にも及
び、適切な情報公開を実践するためには、NPO 法人会計に関
する知識が必要となってきます。また、認定 NPO 法人等にな
るための基準においても、運営組織及び経理が適切であること、
という条件があります。
　本セミナーでは、知っておくべき NPO 法人会計の基本実務
について、分かりやすく解説いたします。時節柄ご多忙の折と
は存じますが、是非この機会に皆様の積極的なご参加を賜りま
すよう、お願い申し上げます。

ご参加のおすすめ 講師紹介


